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１ 検証にあたって

検証の目的

平成19年度から開始しているひろしまの森づくり県民税は，森林を県民共有の財産

として守り育て，次代へつなげる取組のために，特別に県民からいただいている税で

あることから，事業の実施期間を一期５年間に区切り，実施の効果や森林を取り巻く

情勢，国の施策などの状況を踏まえ，制度の在り方について見直しを行うこととして

いる。

今回の検証は，第３期（平成29年度～令和３年度）に実施した事業について，施策

区分ごとに評価し，制度の在り方の検討に必要となる成果と課題を抽出することを目

的としている。

検証方法

第３期推進方針で策定した施策体系の４区分ごとに「評価の視点」及び「評価項

目」を設定したうえで，事業実施データの集計及び分析，市町や林業関係団体からの

聞取り調査及び「県民アンケート」により評価し，成果と課題を抽出した。

対象とする事業及び期間

平成29年度から令和２年度までの４年間に実施したひろしまの森づくり県民税を活

用した事業を対象とする。

（令和３年度については現在取組中であることから，一部で見込み値を用いるが，評価対象から除外する。）
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検証内容

区分 具体的な取組内容 評価の視点 評価項目

≪人工林対策≫
依然4.2万ha存在している手入れ
不足の人工林の解消に寄与した
か

手入れの不足している人
工林の面積

≪人工林対策≫
事業実施により公益的機能の増
加が図れたか

公益的機能の費用対効
果

≪里山林対策≫
地域の実情に応じた地域課題の
解消に寄与したか

具体的な地域課題の明
確化と解消

≪里山林対策≫
地域資源の活用を通じた地域全
体での計画的な整備ができたか

地域資源保全活用事業
の実施箇所数

≪全般≫
事業推進費が境界明確化等に有
効活用され事業が推進されたか

事業推進費の活用実績

≪県産材消費拡大支援≫
県産材利用量の増加に寄与した
か

住宅分野への県産材利
用量

≪県産材消費拡大支援≫
県産材の需要拡大が森林管理に
つながったか

間伐相当による森林管
理面積

≪森の守り手育成支援≫
小規模林業経営を行う者の課題
解決に寄与したか

小規模林業経営者数

≪森の守り手育成支援≫
自立して活動を行う森林保全活動
団体の課題解決に寄与したか

自立して活動を行う森林
保全活動団体数

≪県民参加・県民理解≫
森づくりへの理解や森林ボラン
ティア活動を増加できたか

森林ボランティア活動人
数

≪県民参加・県民理解≫
森林・林業体験活動や木育活動
の推進に寄与したか

森林・林業体験活動等の
取組実績

≪普及啓発≫
県民が税の存在を知り得る広報
ができたか

森づくり県民税の認知度

≪普及啓発≫
市町と連携した森づくり事業の成
果や活動実績の広報ができたか

市町と連携した広報等の
実績

第３期推進方針 検証内容

目指す
姿

目標値
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整備の必要
性が高い森
林の再生

≪人工林対策≫
・手入れ不足の人工林の間伐
・風雪害被害木の処理
・森林作業道の開設，補修

≪里山林対策≫
・景観，防災，鳥獣などの課題に
沿った整備
・里山防災林（特認）
・地域資源保全活用（特認）
・H30災害応急対応

≪全般≫
・事業推進費の活用

≪人工林対策≫
【成果目標】
　手入れ不足の人工林の解消面積
　11,000ha（R3）
【事業目標】
　県民生活に影響が大きい箇所の間伐
　5,700ha（H29～R3）

≪里山林対策≫
【成果目標】
　地域資源保全活用事業実施箇所数
　50箇所（H24～R3累計）

県民理解の
促進

≪県民参加・県民理解≫
・住民団体等による里山林保全活
動への支援
・森林・林業体験活動への支援
・木育活動への支援

≪普及啓発≫
・事業理解につながる広報
・市町と連携した広報
・県民アンケートによる広報効果の
確認と検証

【成果目標】
　森林ボランティア活動の延べ人数
　（森づくり事業以外を含む）
　80,000人（R3）

【成果目標】
　ひろしまの森づくり事業の認知度
　50％（R3）

森林資源の
利用促進

≪県産材消費拡大支援≫
・木造構造物における県産材の利
用拡大

【成果目標】
　住宅分野への県産材利用
　72,600m3（H29～R1累計）

新たな森の
守り手の育
成

≪森の守り手育成支援≫
・森林整備を自主的，継続的に行う
小規模林業経営者や住民団体等
への支援

【成果目標】
　小規模林業経営を行う者の数
　30名（R3）

　自立した森林保全活動団体数
　46団体（R3）



税収等（H29～R2）

 ひろしまの森づくり県民税は，約140万人の県民（個人）と約７万の法人から，毎

年８億５千万円超を徴収した。

 税収については，その収入を明らかにする観点から，毎年度「ひろしまの森づくり

基金」へ税収相当額の積立及び運用を行い，基金から必要となる額を取崩して

事業に充当した。

２ ひろしまの森づくり県民税の概要

３

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度
令和３年度
（見込額）

857,075 866,226 877,875 879,821 889,756

うち個人 676,271 684,176 694,386 699,239

うち法人 180,804 182,050 183,489 180,582

納税義務者数（人） 個人 1,385,035 1,393,610 1,416,081 1,427,287

法人 70,021 70,387 70,860 71,328

県民税収入確定額（千円）

区分

区分

期中合計（千円）

第３期計（見込）

4,370,753

ひろしまの森づくり県民税（第３期）の収入状況

※R3決算額は見込み値
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取組内容（H29～R2）

 第３期は，「整備の必要性が高い森林の再生」「森林資源の利用促進」「新たな

森の守り手の育成」「県民理解の促進」の４つの施策体系区分にて事業を展開し

た。

 ４年間で2,703haの人工林対策や689haの里山林対策を行うとともに，県産材の利

用促進や森林保全活動を行う住民団体等への活動支援などを実施した。

３ 事業実績

ひろしまの森づくり事業の実績

４

目指す姿

50
○地域森林の守り手となる団体等への支援数
　14件

78 ○税の趣旨や事業成果の周知を図る広報

3,217

注：交付金事業の事業推進費の一部，及び市町基金造成費は含まれていない。

注：県事務費等は含まれていない。

注：数値は小数点以下四捨五入しているため，数値が一致していない場合がある。

合　計

新たな森の守り手の育成

県民理解の促進

228

○住民参加型による森林保全活動件数
　211件（参加者数22,809人）
○森林・林業体験活動の開催件数
　227件（参加者数97,540人）

森林資源の利用促進 364
○建築物に供された県産材の材積
　83,392m3
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区　分

整備の必要性が
高い森林の再生

人工林対策 1,159

○間伐等により人工林を健全化した面積
　2,703ha
○間伐に必要な作業道の開設・補修延長
　33,201m

里山林対策 1,337

○地域資源保全活用プランに基づいた住民団
　体による森林整備実施箇所
　新規21箇所
○地域課題の解決に向けた里山林の整備面積
　689ha
○土砂災害の恐れがある区域を対象とした防
　災・減災のための森林整備地区
　12地区
○松くい虫等の被害拡大を防止した面積
　67ha

第３期計画 H29～R2
実績額
（百万円）

主な実績（活動指標）
（H29～R2）



4 施策区分ごとの評価

整備の必要性が高い森林の再生 （人工林対策）

５

≪成果目標≫ 手入れ不足の人工林の解消面積

目標 ： ８.８千ha（H28末４.２万ha⇒ R２末３.３万ha ）

実績 ： ２.７千ha（H28末４.２万ha⇒ R２末３.９万ha ）

 15年間手入れされていない人工林の間伐等の促進
17市町，実施面積2,703ha，実績額923,026千円

 間伐作業に必要な森林作業道の開設及び補修の促進
６市町，実施延長約33,201m，実績額144,675千円

 境界明確化や同意取得の促進
16市町，対象面積1,947ha，実績額66,624千円

４年間の主な取組

第１期 （ Ｈ１９～Ｈ２３ ） 第 ２期 （ Ｈ２４～Ｈ２８ ） 第 ３期 （ Ｈ２９～ Ｒ３ ）

手入れ不足の人工林の解消を進めるために「ひろしまの森づくり県民税」
を創設。H23末には4.6万haに減少。

依然として手入れ不足の人工林が多
く存在することから，施策の継続と充
実を図った。その結果，H28末には4.2
万haに減少。

対象とする森林を急傾斜かつ人家・公共施設に近
い箇所に絞り込みを図り，危険性の高い箇所を集
中的に実施した。
その結果，R３末には3.8万に減少見込み。
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施業履歴なし
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10.2

上記以外 5.8 万ha

森づくり事業 1.4 万ha

15年間 3.8 万ha
施業履歴なし

3.8

万ha

万ha

旧公団 1.0 万ha

手入れ
がされ
ている
森林

手入れ不
足の森林

H18末 H23末 H28末 R3末見込み

▲2.2万ha

≪事業目標≫ 県民生活に影響の大きい箇所の間伐面積

目標 ： ４.２千ha（H29 ～R２累計）

実績 ： ２.７千ha（H29 ～R２累計）

手入れ不足の人工林のうち，県民生活に影響が大きい森林を対象に間伐を
行い，下草の生える健全な状態へ森林を再生することで，公益的機能の回
復・維持を図る。

2.2万haの
内，森づく
り事業にて
1.4万haを
実施



整備の必要性が高い森林の再生 （人工林対策）

６

 手入れ不足の人工林については，県民生活に影響の大きい，急傾斜地で保全対象に近
い箇所を集中的に間伐した結果，県民が森林に期待する土砂災害防止機能の発揮に向
け，４年間で2,703haを解消した。

 事業実施により，公益的機能の増加が図られ，費用対効果指数（第３期事業費に対す
る公益的機能の評価額）は4.57となった。

 森林所有者の同意取得や境界の特定に係る経費に充当する事業推進費の活用を進めた
結果，所有者や境界の特定が困難な箇所の一部で事業が実施できた。

主な成果

○ 県民アンケートの声（森林所有者）
「県民税により自力では困難な間伐ができ，林内に日光が入る明るい山になった」などの

間伐の効果を実感している意見が多数あった。

主な課題

間伐後３年経過間伐前（H29）

評価額（百万円）

2,767

360

3,435

2,531

118

9,211

2,014

費用対効果指数 （Ｂ／Ｃ） 4.57

オ ＣＯ２吸収・固定 地球温暖化防止 自家用車７百台分の排出ＣＯ２

評価額計 （Ｂ）

総費用 （Ｃ）

イ 水資源貯留 雨水貯蓄，流出調整
2.1万人分の年間生活用水使用量

ウ 水質浄化 雨水汚濁除去，水質浄化

エ 表面侵食防止 表土侵食防止，土砂流出防止 10ｔ車９千台分の土砂流出量

区　分 森林の果たす機能 事業効果（代替）量

ア 洪水緩和 河川水量調節，洪水緩和 仁賀ダム0.8基分の洪水調節量

暗く急傾斜で土砂が流下しやすい林内 30％間伐により日光が入り下層植生が発達

 事業実施箇所を急傾斜地に絞り込みをかけて進めてきたが，平成30年７月豪雨災害で
は傾斜が緩い森林においても土砂災害が頻発した。

 不在村森林所有者の増加や世代交代が進んでいるため，これまで所有者と交渉して施
業同意に至った割合は約30％と低く，同意の取得が年々困難になってきている。

間伐の効果 事業実施前後

費用対効果分析



整備の必要性が高い森林の再生 （里山林対策）

７

≪成果目標≫ 地域資源保全活用事業の実施箇所（新規箇所）

目標 ： ５０箇所（H24～R２累計）

実績 ： ４８箇所（H24～R２累計）うちH29～R2累計は21箇所

 地域資源の保全と継続的な活用を目的とした地域住民等による主体的な
森林保全活動【地域資源保全活用事業】
10市町，21箇所，実績額245,204千円

 景観悪化や鳥獣被害防止に向けた森林整備の促進【里山林整備事業】
23市町，実施面積689ha，実績額992,057千円

 自治会を主体とする防災目的に特化した基盤整備【里山防災林事業】
１市，12地区，40,756千円

４年間の主な取組

地域の実情に応じた支援を行い，地域課題（景観悪化，鳥獣被害，防災対
策等 ）を解決するための活動や，地域資源を活用・管理する取組の普及を図
る。

地域資源保全活用事業 市町別実施箇所数

世羅町，北広島町：６箇所 東広島市，福山市，尾道市：４箇所
安芸高田市，三次市：３箇所 その他16市町：２箇所以下
合計４８箇所（H24～R2）

0 2 4 6 8

広島市ほか３町

呉市ほか５市町

竹原市ほか５市町

三次市

安芸高田市

尾道市

福山市

東広島市

北広島町

世羅町

里山林整備事業市町別実績面積

２３市町実施面積 689ha（H29～R2合計）
グラフ標記：30ha以上 ９市町
グラフ外： 30ha未満 １４市町

0 20 40 60 80 100 120 140

廿日市市

神石高原町

広島市

東広島市

三次市

安芸高田市

安芸太田町

北広島町

庄原市

単位：箇所 単位：ha

里山林整備事業 地域課題（目的）推移 （事業費ベース）

・例年，景観悪化対策が約６割，鳥獣被害対策が約２割を占める

・H30豪雨災害の影響からH30，R1では防災・減災の割合が増加した



整備の必要性が高い森林の再生 （里山林対策）

８

 地域住民等による主体的な森林保全活動の実施箇所については，R３事業計画を含め
ると目標を達成する見込みであり，地域住民の憩いの場のような森林の保全活動を通
じ，森林と親しむ機会の創出や継続的な地域資源の管理につながっている。

 景観悪化や鳥獣被害等の課題を明確にしたうえで里山林整備に取り組んだことによ
り，４年間で689haの里山林が整備でき，さらに事業実施の近隣地域での要望が増加
するなどの波及効果が現れている。

 H26豪雨の被害が甚大であった広島市では，住宅団地の裏山を中心に防災目的の基盤
整備を実施したところ，自治会による裏山の巡視が慣例となるなど，自主防災意識の
向上に寄与した。

 H30豪雨時には，他事業で対応できない被災森林において，被害木処理や大型土のう
を設置して二次災害防止を図った。

主な成果

主な課題

 森林保全活動の箇所数は一定数増加したが，地域住民等の活動範囲が地域内に限定さ
れて活動地域に広がりがない。

 里山林整備は，市町や森林組合が住民要望に基づいて整備しているが，地域が抱える
里山の課題を把握できていない市町もあり，市町の間で整備面積に差が生じている。

 地域住民が里山の課題を抱えていても，地域のとりまとめ方や整備後の管理方法など
の理解不足から，里山林整備の要望につなげられていないケースも生じている。

《鳥獣被害防止》

野生動物の隠れ
場所を無くすため
緩衝帯（バッファ
ゾーン）を設ける
森林整備

《災害応急対応》

H30豪雨災害時に
は土砂流出による
二次災害を抑止す
るために大型土のう
を設置

○ 県民アンケートの声（森林所有者）
「里山の景観改善につながった。」「鳥獣の出没回数が減少して被害を軽減することができ
た。」などの事業効果を体感した声が多数寄せられている。

《地域資源保全活用》

手入れが行き届いて
いない地域のシンボ
ル的な森林を有効に
活用するため，地域
住民が整備計画を企
画立案し，住民が自ら
の手により保全活動
を継続的に実施



森林資源の利用促進

９

≪成果目標≫ 住宅分野の県産材利用（製品ベース）

目標 ： ７２,６００m3（H29～R１累計）

実績 ： ５９,４１２m3（H29～R１累計）

 木造建築物における県産材の利用拡大の推進【県産材消費拡大支援事業】
助成戸数7,623戸，県産材利用量83,392㎥，実績額360,608千円

４年間の主な取組

住宅分野の県産材利用など，県産材の需要拡大による森林資源の利用を促
進することで，森林経営を通じた森林の管理を行い，公益的機能の維持・発
揮を図る。

木造建築物での

県産材消費

広 島 県

③
県
産
材
利
用

協
定
締
結

梁桁（HB等）

柱（HB,ﾋﾉｷ等）

土台（ﾋﾉｷ）等

【事業主体】

①住宅建築会社等県内製材
工場

利
用
量
に
応
じ
た
補
助

②県産材を標準設計
へ採用

④県産材製品安定

需給協定締結

県産材の利用状況

住宅等の木造建築物の継続的な県産材利用に向けたスキーム図

≪事業目標≫ 住宅分野における県産材利用量（原木ベース）

目標 ： ５８,５５０m3（R２）

実績 ： ５６,１５９m3（R２）

区分 H29 H30 R1
（H29～R1)

合計
R2

（H29～R2)
合計

事業実績額（千円） 73,871 86,124 92,704 252,699 107,909 360,608

県産材住宅助成戸数（戸） 1,700 1,655 1,902 5,257 2,366 7,623

県産材利用量（ｍ3）
（製品ベース）

19,672 19,139 20,601 59,412 23,980 83,392

県産材利用量（ｍ3）
（原木ベース）

46,071 44,821 48,246 139,138 56,159 195,297



森林資源の利用促進
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 住宅分野において，H29～R2の４年間で約8万3千m3の県産材が利用され，森林経営を
通じた森林管理に貢献した。

 住宅建築会社と製材工場の間で安定供給協定が締結され，住宅建築会社の県内で着工
する新築木造住宅の約２割（2,366戸）で県産材を利用する標準設計が採用されるな
ど，県産材の供給に向けた仕組みが構築された。

主な成果

主な課題

 県内で着工する木造住宅のうち，
・小規模住宅建築会社では，人員が少なく県産材への切り替えに労力が割けないことか

ら，県産材の利用が進んでいない。
・全国展開する住宅建築会社では，製品の安定的な調達に不安があることから，県産材

の利用が進んでいない。
 今後，主伐が増加し，製材に適した比較的良い規格の出材量が増加する一方，新設住

宅着工戸数の減少（民間予測：年平均2.6％程度減）による木材需要の落ち込みが予
測されており，生産された木材が規格に応じて適切に利用されるためには，更なる需
要先の確保が必要である。

（参考）
令和元年度 県内で建築された木造住宅のうち
・年間住宅着工規模10棟以上の住宅建築会社が建築する木造住宅の59％に県産材利用
・年間住宅着工規模10棟未満の住宅建築会社

及び全国で展開する住宅建築会社が建築する木造住宅の16％に県産材利用

2,971 
3,146 

4,790 
5,657 5,975 5,598 

9,264 

17,314 

19,672 19,139 

20,601 

23,980 

0

10,000

20,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

補助戸数

県産材利用量（㎥）

（戸）

施主への支援 住宅建築会社への支援

（ｍ3）

■県産材消費拡大支援の利用量実績の推移

■住宅における県産材利用に対する支援
（広島市）



新たな森の守り手の育成

≪成果目標≫ 小規模林業経営を行う者の数

目標 ： H28末５名⇒ R２末２５名

実績 ： H28末５名⇒ R２末２５名

 小規模林業経営を行う者への支援
木材販売等で小規模な林業経営を目指す個人や住民団体等を対象
４市町，安全講習会受講経費・運搬車等の支援49,900千円

４年間の主な取組

≪成果目標≫ 自立して活動を行う森林保全活動団体数

目標 ： H28末２団体⇒ R２末３３団体

実績 ： H28末２団体⇒ R２末２５団体

新たな森の守り手相関図

 自立して活動を行う森林保全活動団体への支援
活動を継続するための課題改善に取り組む住民団体等を対象
18市町，資機材・消耗品費等への支援76,338千円

小規模林業経営や自主的に活動する森林保全活動団体など，森林を活用し
ながら森林整備を行う者を新たに育成し，手入れ不足森林を解消する。

会員確保，62

活動資金・資材確保，83

高齢化・体力不足，91

11

森林ボランティア団体が抱える課題調査（R1）

※調査団体数は，森林保全活動を主体とした団体だけでなく，体験活動が主体の団体も含めた
174団体

① 個人活動

新たな森の守り手

② 集団活動

小規模な林業経営を行う者

③ 活動を継続するための課題改善
に取り組む団体

自立して活動を行う森林保全活動団体

④ ①～③の団体を育成・支援する団体

分 類 Ｒ２末
① 個人活動 ７名

② 集団活動 １８名

③
活動を継続するために課題
改善に取り組む団体

２５団体

④ ①～③を支援する団体 ５団体

※④は安全技術指導団体や木材販売先を確保する団体など



新たな森の守り手の育成

12

 森林保全活動を通じた活動資金確保に取り組む団体の設立や，林業と他の仕事との組
み合わせで収入確保を目指す者の出現など，森の守り手が増加した。

 森の守り手の多くは放置された里山林の環境を改善する目的で活動しており，守り手
への支援が地域の里山の保全につながっている。

 安全技術を指導する団体や，林地残材を買い取る団体への支援を通して，それらの団
体と関わる者の，森の守り手としての技術向上や活性化につながった。

主な成果

主な課題

 森の守り手は，継続的な取組に必要な安定した収益の確保に取り組んでいるが，活動
の継続に向けては，人材の確保やノウハウの不足など，不安要素が大きい。

 こうした課題は，自立している森の守り手に限らず，県内で森林保全活動に取り組む
多くの団体が抱えており，団体の自立や新規設立が進んでいない。

 特に，過疎化や高齢化が進む地域では，人材や体制の不足が顕著であるため，森林保
全活動には地域差が生じている。

■森の守り手への育成・支援
里山林の保全活動に取り組む団体に対しては，伐採作業に必要な資機材などの支援を行い，林業活動を
しながら他の仕事でも収入を得ることを目指す者に対しては，林業技術の習得に関する支援を行った。

■地域内の林地残材を買い取り，活用する団体への支援
放置されている間伐材を受け入れ，薪に加工し，公共施設の燃料用に出荷する施設を導入する中で，地域
住民が林地残材を搬出する体制づくりに取り組んだ結果，地域に新たな森の守り手が現れる契機となった。

○ 県民アンケートの声（森林保全活動団体）
「黙々と活動を継続した結果が出てきた。」，「地域の森林が良くなっていくのが励みであり
喜びである。」などの活動効果の声が多数寄せられている。



県民理解の促進
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≪成果目標≫ 森林ボランティア活動の延べ人数

目標 ： ８０,０００人（R２）

実績 ： ３８,１１８人（R２）

※他事業を含めた，森林・林業に関係する活動やイベントに自発的に参加した者の数

 県民が森林や林業を体験する取組の促進
19市町，実施件数227件，参加者数約10万人，実績額151,602千円

 県民に税制度や事業内容の理解を促す広報の推進
実績額78,300千円

４年間の主な取組

≪成果目標≫ ひろしまの森づくり事業の認知度

目標 ： ５０.０％（R２）

実績 ： ４２.９％（R２）
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森林ボランティア活動人数推移（人）

森林・林業体験活動の実施数及び参加人数（H29～R2）

※森づくり事業以外の活動人数を含む

新型コロ
ナの影響

ひろしまの森づくり事業 認知度推移

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

県民アン
ケート

25.7
%

45.5
%

インター
ネットアン
ケート

44.7
%
38.7
%
38.4
%
30.4
%
34.9
%
45.6
%
47.0
%
46.2
%
42.9
%

区　分
第　２　期 第　３　期

※県民アンケートは，検証に必要な県民意識の調査（県民及び法人の認知度）
※インターネットアンケートは，広報効果を検証する調査（県民の認知度）

森林・林業を体験する取組への参加を促すことで，森づくり活動に対する
理解や関心を高めるとともに，使途の明確化や事業の理解促進に向けた広報
を展開し，県民から特別に税を徴収していることや，事業内容及び施策効果
を県民に伝えることで，県民理解の促進を図る。

H29 H30 R1 R2
（H29～R2）
合　計

森林・林業体験活動支援事業 24,189 24,843 24,616 20,640 94,288

特認事業（森林・林業体験活動支援事業） 6,900 14,688 15,123 20,603 57,314

合計 31,089 39 ,531 39 ,739 41 ,243 151 ,602

森林・林業体験活動支援事業 57 57 52 40 206

特認事業（森林・林業体験活動支援事業） 4 6 7 4 21

合計 61 63 59 44 227

森林・林業体験活動支援事業 13,329 9,957 13,416 7,893 44,595

特認事業（森林・林業体験活動支援事業） 11,897 18,257 21,731 1,060 52,945

合計 25,226 28 ,214 35 ,147 8 ,953 97 ,540

事業区分

交付額
（千円）

実施事業数
（件）

参加人数
（人）



県民理解の促進
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 記念植樹などの気軽に参加できる活動からチェーンソーを使った伐採を伴う活動まで，
多様な森林ボランティア活動が行われた。活動の参加者は，企業や地域住民のほか，
これまで森林・林業とは関わりのなかった分野の団体まで広がってきており，森林・
林業への関心や理解が促進された。

 有名スポーツ選手を広報キャラクターに起用し，森林整備へ関心を誘導するCM動画の
放送やポスターの商業施設等への掲示に併せ，各市町の広報誌に森づくり事業の取組
状況や事例を紹介したことにより，森づくり事業の認知度は，平成27年度の25.7％か
ら令和２年度には42.9％と大きく向上した。

主な成果

主な課題

 森林ボランティア活動の参加者は増加してきたが，令和２年度以降，新型コロナウイ
ルス感染症の影響から活動が停滞し，従来の規模での再開が困難となっている。

 森づくり県民税の認知度は向上したが，目標の50％を下回っており，税の使途にあっ
ては，認知度が5.5％と低い状況にある。

企業の森活動

残す木と切る木
の選別方法のレ
クチャーを受け
て，明るく見通
しのよい森林づ
くりを体験

木育活動

広島市内の大型
商業施設内にお
いて，積み木な
どの木のおも
ちゃを親子で体
験するイベント
を開催

■ R2インターネットアンケート調査結果（一般県民）
・認知度42.9％に対し，税の使い道まで知っていると回答した方は5.5％にとどまっている。
・森づくり事業に興味がある人ほど，税の認知度の割合が高い。

認知度



成果と課題

 人工林対策では，急傾斜地で保全対象に近い箇所を集中的に実施した結果，公益的機能の増加が図

られた一方で，絞り込みの傾斜基準については課題が残った。

 里山林対策では，地域住民等による森林保全活動箇所数が増加した一方，地域が抱える里山の課題

について把握が進んだ市町と進んでいない市町との間で整備面積に差が生じている。

 その他の施策区分については，県産材の利用促進では更なる需要先の確保，森の守り手では活動継

続に向けての人材確保やノウハウの不足，また，県民理解の促進では森林に関心を持つ活動の停滞

の恐れや，県民税制度に対する理解の深まりが進んでいないことなどが課題として挙げられる。

５ 検証結果のまとめ

15

目指
す姿

施策区
分

成果 課題

森
林
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つ
公
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を
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的
に
発
揮

（
県
民
の
だ
れ
も
が
心
身
と
も
に
豊
か
な
暮
ら
し
を
享
受
で
き
る
森
林
環
境
の
実
現
）

整備の
必要性
が高い
森林の
再生

≪人工林対策≫
県民生活に影響の大きい急傾斜地を集中的
に間伐した結果，４年間で2,703haを解消で
きた。
事業推進費の活用を推進した結果，所有者
や境界の特定が困難な箇所の一部で事業実
施ができた。

≪人工林対策≫
H30豪雨災害では傾斜が緩い森林にお
いても土砂災害が頻発した。

不在村森林所有者の増加や世代交代が
進んでいるため，同意の取得が年々困難
になってきている。

≪里山林対策≫
地域住民が森林と親しむ機会の創出や継続
的な地域資源の管理につながった。
４年間で689haの里山林が整備でき，さら
に事業実施の近隣地域での要望増加につな
がっている。

≪里山林対策≫
地域住民等の活動範囲が地域内に限定
され，活動地域に広がりがない。
地域が抱える里山の課題の把握が進ん
だ市町と進んでいない市町との間で整備
面積に差が生じている。

森林資
源の利
用促進

住宅建築会社が建築する木造建築物で県産
材が利用され，森林管理に貢献した。

安定供給協定の締結や，標準設計の採用な
ど，県産材の供給に向けた仕組みが構築さ
れた。

小規模住宅建築会社では，人員が少な
く県産材への切り替えに労力が割けない
ことから，県産材の利用が進んでいない。
全国展開する住宅建築会社では，製品
の安定的な調達に不安があることから，
県産材の利用が進んでいない。

新たな
森の守
り手の
育成

森林保全活動に取り組む新たな団体が設立
されるなど，森の守り手が増加した。

森の守り手の多くは放置された里山林の環
境を改善する目的で活動しており，地域の
里山の保全につながっている。

森の守り手は，活動の継続に向けて人
材確保や運営ノウハウの不足など，不安
要素が大きい。
過疎化や高齢化が進む地域では人材や
体制の不足が顕著であるため，森林保全
活動には地域差が生じている。

県民理
解の促
進

森林・林業とは関わりのなかった分野の団
体まで活動参加が広がり，関心や理解が促
進された。
有名スポーツ選手を起用した関心を誘導す
るCM動画放送等の実施により，認知度は
25.7%(H27)から42.9%(R2)に大きく向上した。

令和２年度以降，新型コロナウイルス
感染症の影響から活動が停滞し，従来の
規模での再開が困難となっている。
税の認知度は向上したが，その使途の
認知度は5.5%と低い状況にある。


